
◎民法等の一部を改正する法律 
（令和元年六月一四日法律第三四号）   

一、 提案理由（令和元年五月一五日・衆議院法務委員会） 

○山下国務大臣 民法等の一部を改正する法律案について、その趣旨を御説明いたしま

す。 

 この法律案は、特別養子制度の利用を促進するため、民法等の一部を改正しようとす

るものであります。 

 現在、児童養護施設等には、保護者がいないことや虐待を受けていることなどが原因

で、多数の子が入所しておりますが、その中には、特別養子縁組を成立させることによ

り、家庭において養育することが適切な子も少なくないと指摘されております。そこで、

特別養子縁組の成立要件を緩和すること等により、この制度をより利用しやすいものと

する必要があります。 

 この法律案は、特別養子縁組における養子となる者の年齢の上限を引き上げるととも

に、特別養子縁組の成立の手続を見直すことにより、特別養子制度の利用を促進するこ

とに寄与するものと考えております。 

 その要点は、次のとおりであります。 

 第一に、この法律案は、民法の一部を改正して、現行法では原則として六歳未満とさ

れている養子となる者の年齢の上限を、原則として十五歳未満にまで引き上げることと

しております。 

 第二に、この法律案は、家事事件手続法の一部を改正して、特別養子縁組の成立の審

判の手続に関する規定を見直すこととしております。具体的には、まず、特別養子縁組

の成立手続を、養子となるべき者が特別養子縁組をするのに適する者であることを確認

する段階と、養親となるべき者が養親として適する者であることを確認する段階の二つ

に分けることとしております。その上で、養子となるべき者の実父母は、第二段階の手

続には参加することができないこととするとともに、第一段階の手続においてされた実

父母の同意は、一定期間の経過後は撤回することができないこととしております。 

 第三に、この法律案は、児童福祉法の一部を改正して、児童相談所長は、みずから第

一段階の審判の申立てをすることができることとするとともに、養親となるべき者が第

一段階の審判の申立てをした場合には、その審判の手続に参加することができることと

しております。 

 以上が、この法律案の趣旨でございます。 

 何とぞ、慎重に御審議の上、速やかに御可決くださいますようお願いいたします。 

二、衆議院法務委員長報告（令和元年五月二八日） 

○葉梨康弘君 ただいま議題となりました法律案につきまして、法務委員会における審

査の経過及び結果を御報告申し上げます。 

 本案は、特別養子制度の利用を促進するため、養子となる者の年齢の上限を引き上げ



るとともに、特別養子適格の確認の審判の新設、特別養子縁組の成立の審判に係る規定

の整備、児童相談所長が特別養子適格の確認の審判の手続に参加することができる制度

の新設等の措置を講じようとするものであります。 

 本案は、去る五月十四日本委員会に付託され、翌十五日山下法務大臣から提案理由の

説明を聴取し、十七日質疑に入り、二十二日参考人から意見を聴取しました。二十四日、

質疑を終局し、討論、採決の結果、賛成多数をもって原案のとおり可決すべきものと決

しました。 

 以上、御報告申し上げます。 

三、参議院法務委員長報告（令和元年六月七日） 

○横山信一君 ただいま議題となりました法律案につきまして、法務委員会における審

査の経過と結果を御報告申し上げます。 

 本法律案は、特別養子制度の利用を促進するため、養子となる者の年齢の上限を引き

上げる措置を講ずるとともに、特別養子適格の確認の審判の新設、特別養子縁組の成立

の審判に係る規定の整備、児童相談所長が特別養子適格の確認の審判の手続に参加する

ことができる制度の新設等の措置を講じようとするものであります。 

 委員会におきましては、参考人から意見を聴取するとともに、養子となる者の上限年

齢を原則十五歳未満まで引き上げる必要性、縁組後の養親子支援の在り方、特別養子制

度のフォローアップに関する省庁間の連携の重要性、実態を踏まえた上で養子制度全体

を見直す必要性等について質疑が行われましたが、その詳細は会議録によって御承知願

います。 

 質疑を終局し、採決の結果、本法律案は多数をもって原案どおり可決すべきものと決

定いたしました。 

 以上、御報告申し上げます。 

 


